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グアテマラ共和国災害復興支援無償（プログラム型）概略設計調査 
討議議事録 

 
 グアテマラ共和国政府の要請および予備調査の結果に基づき、日本国政府は、災害復興

支援無償（プログラム型）（以下、本プロジェクトという）に係る概略設計調査を実施する

ことを決定し、独立行政法人国際協力機構（以下、JICA という）へ調査を委託した。 
 JICA は、無償資金協力部次長の大島義也を総括とし、2006 年 5 月 10 日から 14 日の予

定で滞在する概略設計調査団（以下、調査団という）をグアテマラ共和国（以下、「グ」国

と称す）へ派遣した。 
 調査団は、「グ」国政府関係者と協議を行い、「グ」国における現地調査を実施した。 
 それらの協議及び現地調査を通して、双方は附属書に示される主要事項を確認した。調

査団は更なる調査作業を進め、入札図書作成参考資料、概略設計調査報告書を作成する。 
 

2006 年 5 月 12 日、グアテマラシティにて 
 

 
 

  

大島 義也 
団長 
概略設計調査団 
JICA 日本国 

 マルタ・ベアトリス・アルトラギ

レ・ララオンド 
次官 
経済企画庁 グアテマラ共和国 

 
 

  

ロベルト・アブラハマ・ディアズ・

マロキン 
副大臣 
通信・インフラ・住宅省 

 ホルヘ・ロランド・バリエントス・

ペジェセル 
市長 
ケツァルテナンゴ市  

 
 

  

アルマンド・パローモ 
対外協力プロジェクト局長 
農牧・食糧省 

 ニネッテ・デ・バリリャス 
金融局次長 
財務省 

エドゥアルド・アギーレ 
 災害復興担当調整官 

大統領府 
 

(1) 概略設計調査時 (和文翻訳)
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附属書 
 
１．プロジェクトの目的： 
 本プロジェクトは、平成 17 年 10 月初旬に中米を襲ったハリケーン「スタン」で被災

した地域の復興のために、損傷した施設を復旧することである。 
 
２．調査の内容・実施スケジュール： 
本プロジェクトに対する予備調査の結果を踏まえ、日本側は上述１．に記載された目

的を達成するための概略設計調査の実施を決定した。「グ」国側は、日本側から説明の

あった予備調査結果、および同結果を踏まえた本プロジェクトの調査方法、工程、スケ

ジュール等について合意し、インセプションレポートに記載された内容および「グ」国

側が行うべき事項について受け入れた。 
調査団は 2006 年 6 月 10 日まで「グ」国における現地調査を継続する。「グ」国側責

任機関および実施機関は円滑な調査のために、調査団に対して必要な支援を行うことを

約束した。 
なお、本概略設計調査の実施は、即日本政府による無償資金協力の実施をコミットす

るものではないことを「グ」国側は理解した。 
 
３．プロジェクトサイト： 
 プロジェクトサイトは、以下の県内で「スタン」による被災した地域とする。 

1) ケツァルテナンゴ県 
2) サン・マルコス県 
3) ウエウエテナンゴ県 
 

４．「グ」国政府の要請事項： 
 予備調査団と協議の後の結果に基づき、「グ」国政府は、「グ」国の外務省に通して、日

本政府に要請書を提出している。その内容は、アネックス１に記載しているとおりである。 
 
５．責任機関及び実施機関： 

1) 責任機関： 経済企画庁（SEGEPLAN） 
2) 実施機関： 通信・インフラ・住宅省、農牧・食糧省、ケツァルテナンゴ市 
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６．実施体制： 
 双方は、本プロジェクトを円滑に実施するため、予備調査にて合意した政府間協議会と

ワーキンググループの設立を再確認した。 
また、概略設計調査を円滑に実施するため、速やかに設立することを約束した。 

 政府間協議会の構成メンバーは以下のとおりであり、実施体制図はアネックス 2 のとお

りである。 
1) 日本国大使およびその代表 
2) 大統領府経済企画庁長官およびその代理 
3) 財務省大臣およびその代理 
4) 復興プログラムコーディネーターおよびその代表 
 

 なお、SEGEPLAN は初期の銀行口座開設と調達代理機関（財団法人日本国際協力システ

ム、JICS を想定、以下 JICS という）との調達代理契約を行う。口座開設コストは、この

無償資金協力で実施されるプロジェクトの責任機関が負担する。SEGEPLAN は、責任を持

って「グ」国側関係機関の調整及び他ドナー・NGO 等との調整を行う。 
 
７．災害復興支援無償資金協力スキーム 
 「グ」国政府は、調査団の説明及びアネックス３とその添付書類に示される災害復興支

援無償、および「グ」国政府が負担すべき事項を理解し、プロジェクトの円滑な実施のた

め、必要な措置を適切に講じることを約束した。 
（１）災害復興支援無償は、被災直後の緊急支援と、従来一般プロジェクト無償で行われ

てきた耐久性の高い施設の再建や防災に対する支援の間を埋めることを目的として新たに

設けられた無償資金協力のスキームであり、緊急段階直後からの切れ目のない支援を可能

にするものである。 
（２）災害復興支援無償は一般プロジェクト無償より迅速な支援を可能にするものである。 
（３）災害復興支援無償（プログラム型）は、災害復興という大目的を共通に持つ複数の

分野にまたがる協力を一括して行うことを可能にするものである。 
（４）被援助国は JICS と契約を行い、JICS はプロジェクトの円滑な実施のため、調達、

実施監理を行う。JICA はプロジェクトが円滑に促進するよう、被援助国や JICS への助言

等の実施促進を行う。 
（５）本プロジェクトの実施にかかる JICA と JICS の役割と関係はアネックス３の添付書

類のとおりである。 
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８．調査のスケジュール： 
８－１ 調査団は、2006 年 6 月 10 日まで「グ」国において更なる調査を続行する。 
８－２ 調査団は、2006 年 6 月上旬に概略設計概要（書を準備し）説明を行う。 
８－３ 調査団は、2006 年 7 月下旬頃、「グ」国に再来し、入札図書作成参考資料の作成

を実施する。 
８－４ 「グ」国側がこれらレポート等の内容におおむね合意した場合、JICA は、2006

年 11 月頃までに、概略設計調査報告書を「グ」国政府に送付する。 
 
９．その他の関連事項： 
 以下の事項について双方は同意した。 
 
（１）プロジェクトのコンポーネント： 
 災害復興支援無償資金協力で実施するプロジェクトのコンポーネントは、前述の「グ」

国側からの要請に基づき、要請本調査の結果を日本国政府が更に検討して決定する。なお、

日本政府によって承認されたコンポーネントについては、「グ」国側が責任をもって政府機

関、NGO、ドナー等と調整を行い、不要な重複が生じないよう対応することを約束した。 
 
（２）施設復旧の設計条件： 
 原則として、従前の施設機能回復を基本条件に施設を設計する。ただし、「グ」国で発生

した過去の自然災害に対応した施設にするよう考慮する。 
 
（３）プロジェクト実施時の瑕疵責任： 
「グ」国側 shall review and complete all the tender documents and drawings prepared 

as a result of the study. 「グ」国側 shall be responsible for project implementation 

and the output of the project executed. 
 
（４）設計・監理及び建設工事の請負業者： 
 調達代理機関は原則としてアンタイドで施工業者、納入業者、物資調達・役務の調達を

行う。 
 
（５）「グ」国側負担事項： 
「グ」国側は、本プロジェクトの責任機関と実施機関が調整、分担しつつ、実施に際して

「グ」国側が負担すべき事項と経費を準備し、実施スケジュールに基づき確実に履行する

ことを約束した。「グ」国側負担事項の詳細についてはアネックス３の添付書類のとおりで

ある。日本側は「グ」国側による予算確保に必要な情報を提供する。なお、「グ」国側の負

担事項の詳細は、概要説明時にも説明する。 
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（６）復旧した施設の運営・維持管理： 
 「グ」国側は、無償資金協力で復旧された施設を適切に運営・維持管理しなければなら

ない。 
 
（７）環境影響評価： 
「グ」国側は本概略設計調査に関する調査概要をもとに、環境影響評価手続きが必要と

なった場合、環境省と調整のうえ、必要な手続きを速やかに行い、本計画 E/N 締結までに

環境省の承認を得て、日本大使館（JICA 事務所）を通じて日本側に報告することを約束し

た。 
 
（８）安全対策： 
本プロジェクトを実施するうえで、「グ」国側はプロジェクト邦人関係者に対する十分な

安全対策を適切に措置することを約束した。 
 
（９）仕様書の部外秘： 
本プロジェクトが日本政府によって承認された場合、日本側は本プロジェクトにかかる

概略設計、概略積算、入札図書参考資料の完成後に「グ」国側に手交し、双方は同書類お

よび協議内容に関するあらゆる資料を入札終了時まで関係者以外に開示しないことを約束

した。 
 
（10）必要情報の提供： 
「グ」国側は本調査に必要な自然状況、他ドナーの動向、グ国内の復興計画、その他必

要とされる情報を調査団に提供することを約束した。 
 
（11）広報： 
「グ」国側は本プロジェクトについて積極的に広報を行うことを約束した。 

 
（12）石綿管の処理： 
 水道等の石綿管が被災して本プロジェクトで交換する場合、実施機関が責任を持って処

理（取り外し、運搬、処分）する。地上に露出しておらず、地中に埋め殺し出来る場合、

埋め殺しを計画する。その場合、実施機関は関係機関及び近隣に石綿管埋め殺しを周知し

て情報管理する。 
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アネックス １ 「グ」国側からの要請内容 
      ２ 政府間協議会の組織図 
      ３ 災害復興支援無償スキーム 
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アネックス１ 「グ」国の要請事項 
 
ハリケーン「スタン」で被災し、復旧されていない以下の施設の復旧工事 
 

分野 県 対象施設 
上水道分野 ケツァルテナンゴ ケツァルテナンゴ市の水道水源である 

モリノビエホ湧水源及び導水施設 
農業灌漑分野 サン・マルコス県 ラ・ブランカ地区灌漑施設 
  カタリナ地区灌漑施設 
道路・橋梁分野 サン・マルコス県 アルデア・ラス・バランカス橋 
  アルデア・カシャケ橋 
  ソブレ・リオ・カブス橋 
 ウエウエテナンゴ県 サンタ・ローサ橋 
  サン・ファン橋 
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アネックス２ 実施体制図 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

Consultative Committee 

日本大使館 大蔵省 大統領府 

経済企画庁

アドバイザー 

JICA 調達代理機関

（JICS） 

大きな枠組、全体の実施方

針等を確認する場とする。 

Working Group 

日本大使館 

JICA 

経済企画庁

大統領府 

各省庁 
（案件毎）

県、市 

調達代理機関 
（JICS） 

個別案件の進捗状況確認、問題点の整理、

JICA/調達代理機関との調整を行い。相手

国への申し入れの場とする。 
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アネックス－３ 防災・災害復興支援無償資金協力のスキーム 
災害復興支援（プログラム型）無償資金協力 

 

無償資金協力とは被援助国に返済義務を課さないで資金を供与する援助であり、支援目的に応じ

た複数の形態がある。防災・災害復興支援無償資金協力は、無償資金協力の一つの形態で、自然

災害で被災した国への防災支援や災害後の復旧・復興支援を目的とし、防災支援無償資金協力と

災害復興支援無償資金協力に分類される。日本国政府が資材・機材、設備等を直接に調達して現

物供与する形態はとっていない。 

 

災害復興支援無償資金協力とは、被援助国が災害により被災した施設の緊急的修復に役立つ施設、

資機材及び役務（技術あるいは輸送等）を調達するのに必要な資金を我が国の関連法令に従って

贈与するものである。 

 

詳細な手順については今後日本政府が決定するが、それまでの間は、暫定的に以下のとおり取り

扱う。 

 

なお、災害復興支援無償資金協力のプロジェクト型は、プログラム型とは手順、要領が異なり、

以下の原則はプログラム型に限られる。 

 

1.  災害復興支援無償資金協力（プログラム型）の実施の手順 

 

我が国の災害復興支援無償資金協力は次のような手順により行われる。 

 

第一段階である「要請」は、被援助国政府（国際機関を含む。以下同じ。）から提出された要請

書を基に日本国政府（外務省）は無償資金協力としての妥当性を検討する中で、案件としてのプ

ライオリティが高いことが確認された場合には、JICA に対して調査の指示を行う。要請は随時

在外公館にて受け付ける。 

なお、案件としてのプライオリティ、緊急性がいずれも極めて高く、要請内容が明確であって、

無償資金協力事業として妥当かつ適当な場合、JICA による調査を経ずに閣議請議に進むことも

ある。 

 

第二段階である調査（概略設計調査）は JICA が実施するが、JICA は原則としてこの調査を我が

国のコンサルタントとの契約によって行う。 

 

第三段階の審査と承認は、第二段階で JICA が実施した概略設計調査結果を基に日本政府がその

プロジェクトが災害復興支援無償資金協力事業として適当であるかを審査した上、閣議請議を行

う。 

 

閣議によって承認されたプロジェクトは第四段階で両国政府による交換公文（E/N）の署名によ

って正式決定に至り、災害復興支援無償資金協力が実行に移される。 

 

第五段階の災害復興支援無償資金協力の実施は被援助国政府によって行われる。無償資金協力の

円滑かつ適正な実施のため、施設建設を含む事業は中立的調達代理機関を介在する調達代理方式

により実施する。被援助国と調達代理機関との契約のもと、調達代理機関は被援助国政府の代理

人として、入札・契約手続きその他の手続きについて被援助国政府にかわり実施する。 
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2.  調査の位置づけ 

 

(1) 調査の内容 

 

JICA が実施する調査（概略設計調査）は災害状況、要請の内容、効果、緊急性、並びに実施に

必要な運営・維持管理能力等を調査し、その妥当性を技術面と社会･経済面で検証を行い、被援

助国政府と協議の上、計画の基本構想を双方で確認し、併せて概略設計と概略事業費の積算を行

うものであるが、その目的はあくまでも日本政府が無償として承認するにあたっての基礎的資料

（判断材料）に位置付けられる。本支援は災害復興を目的とし、迅速な支援を目指すものである

が、適正な案件形成のため、概略設計調査に先立ち予備調査を実施する場合もある。 

 

なお、当然のこととして、要請された内容が全てそのまま協力の対象となるのではなく、我が国

の無償スキームへの適合性等を勘案し、基本構想が検討される。 

 

また、無償として実施するに当たって、我が国は被援助国側の自助努力を求める立場から被援助

国にも必要な措置をもとめており、この措置が実施を担当する機関以外の所管事項である場合で

あってもその実施の担保を求めるものであり、最終的には被援助国政府の関係する機関との確認

をミニッツにより行う。 

 

(2) コンサルタントの選定 

 

調査の実施に際して JICA は既に別に登録されている業者の中からプロポーザル方式によりコン

サルタントを選定する。選定されたコンサルタントは JICA の指示に基づいて概略設計調査を行

い、報告書を作成する。 

 

 

3.  災害復興支援無償資金協力（プログラム型）のスキーム 

 

(1)  交換公文の署名 

 

無償の実施に当たっては E/N による政府間の合意・署名が必要である。E/N では当該プロジェク

トに係る目的、期限、実施条件、供与額等が確認される。 

 

(2) 使用期限 

 

供与資金の「使用期限」は、日本政府が同一会計年度末までに被援助国政府口座に一括供与する。

供与された資金は、一括供与の日から１２ヶ月以内に政府口座から支出する。但し、自然災害等

やむを得ない事情により搬入、据付、工事等が遅延した場合には両国間の協議に基づく合意によ

り延長が可能である。 

 

(3) 生産物および役務の調達 

 

贈与によって調達される生産物および役務は、E/N と同時に署名される手続きの詳細に係る合意

録（Agreed Minutes on Procedural Details: A/M）の添付書類に記載される。なお生産物、役

務の調達対象国はアンタイドを原則として、全ての国から調達・購入することが可能である。 

 

 (4)  「承認」の必要性 
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当該国政府（又は政府が指定する当局）が行う調達代理機関との契約は「円貨建」で締結され、

かつ、日本政府による「承認」を必要とする。「承認」を行う理由は締結された契約の適正度を

確認するためである。 

 

(5)  被援助国に求められる措置 

 

無償が実施されるに際して当該国政府は以下のような措置等が求められる。 

 

1) 贈与と贈与によって生じた利子を、生産物および役務の調達のために、被援助国

政府銀行口座への一括供与の日から 12 ヶ月以内に支出すること。   

2) 贈与に基づいて購入される生産物の港における陸揚げ、通関および国内輸送等に

係る手続きが速やかに実施されること。 

3) 契約に基づき調達される生産物および役務に課せられる関税、内国税およびその

他の財政課徴金を免除すること。 

4)  贈与と贈与によって生じた利子を、災害復興のために適正かつ効果的に使用する

こと。 

5） 契約に基づいて提供される役務について、その作業の遂行のための入国および滞

在に必要な便宜を与えること。 

6) 使用期間の終了時、あるいは贈与と贈与によって生じた利子を全て使用した際、

利用記録を関連書類とともに日本政府に報告すること。 

7） 施設案件の実施に当たっては施設の建設に必要な土地を確保すること。 

8） その他、災害規模、復旧状況、緊急性に応じて、日本側の調査によって必要と認

められた場合には、用地の整地、および用地までの配電、給水、排水、その他の

付随的な施設の整備、工事等を行うこと。 

 

(6)  「適正使用」 

 

贈与に基づいて建設される施設および購入される機材が、当該計画の実施のために適正かつ効果

的に維持され、使用されること並びにそのために必要な要員等の確保を行うこと。 

また、贈与によって負担される経費を除き計画の実施のために必要な維持・管理費全ての経費を

負担すること。 

 

(7)  「再輸出」 

 

贈与に基づいて購入される生産物は当該国より再輸出されてはならない。 

 

(8)  銀行 

 当該国政府又は「指定された当局」は日本国内の銀行に当該国政府名義の口座を開設する必要

がある。日本国政府は閣議により承認された資金を右口座に「日本円」で一括拠出することによ

り贈与を実施する。 

 

 

 

 

 

 

(9)調達代理機関の活用 
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無償の実施が E/N により決定された後、資金を一括拠出し、迅速かつ柔軟な復旧・復興活動を可

能とするため、生産物や役務の調達監理、資金管理および施設建設を含む事業を調達代理方式に

より実施する。調達代理機関は、被援助国政府の代理人として事業の実施を代行する実施代理機

関として位置付けられ、資金管理、各種調達、実施監理を行う。被援助国政府と調達代理機関は

別途、調達代理業務契約を締結する。本件の場合は、円滑な無償資金協力の実施のため、日本政

府、JICA との緊密な連絡調整の必要性が高く、日本唯一の調達専門機関である JICS が調達代理

機関としてその業務を担う。 

 

（10）施工監理コンサルタントの選定 

 

施設建設に係わる施工監理については、調達代理機関が専門的知見を有するコンサルタントを援

助資金より契約・雇用する。なお施工監理コンサルタントは日本法人及び日本国民に限定されな

い。 

被援助国政府が施工監理コンサルタントを希望する場合は、JICA は概略設計調査において現地

派遣された調査コンサルタントを施工監理コンサルタントとして引き続き雇用することを被援

助国側に推薦することが出来る。 

 

（11）JICA と調達代理機関の役割 

 

JICA は本支援における概略設計調査の実施に加え、実施促進と調達代理機関への技術的助言を

行う。調達代理機関は被援助国政府の代理人として事業の実施を代行する。役割分担は別添のと

おりであり、E/N 及び A/M 締結後、被援助国政府との覚書により確認する。 

 

（12）実施体制 

 

当該プロジェクトの迅速かつ適正な運営のための実施体制は別添のとおりである。また、E/N お

よびプロジェクトの効果的運営のため、日本側と被援助国側は政府間協議会および同協議会の下

部組織としてワーキング・グループを設置し、協議に基づきプロジェクトの方針を確認する。 
 
 
別添書類 １ 被援助国が負担すべき事項 
 
     ２ JICA と調達代理機関の役割 
       ２－１ プロジェクトにおける JICA と調達代理機関の役割 
       ２－２ JICA と調達代理機関の役割分担 
 
     ３ 実施体制 
       ３－１ 実施体制図（全体） 
       ３－２ 実施体制図（政府間協議会） 
       ３－３ 実施体制図（日本側） 
 
     ４ 防災・災害復興支援無償 
       ４－１ 防災支援無償資金協力と災害復興支援無償資金協力 
       ４－２ 災害復興支援の全体像 
       ４－３ 一般プロジェクト無償資金協力と災害復興支援無償資金協力の比較 
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被援助国が負担すべき事項 
Major Undertaking to be taken by Each Government 

両国政府による主要取り決め事項 
 

No. 
 

Items 
Covered by 
Grant Aid 

Covered by 
Recipient 

Discussed

1 To secure land  ●  
2 To Clear, level and reclaim the site when needed  ● ● 
3 To construct gates and fences in and around the site  ● ● 
4 To construct the parking lot ●   
5 To construct roads  ● ● 
6 To construct the buildings ●   
7 To provide facilities for the distribution of electricity, water supply, drainage and 

other incidental facilities    

 1) Electricity    
   a. The distributing line to the site  ●  
   b. The drop wiring and internal wiring within the site ●   
   c. The main circuit breaker and transformer ●   
 2) Water supply    
   a. The city water distribution main to the site  ●  
   b. The supply system within the site (receiving and elevated tanks) ●   
 3) Drainage     
   a. The city drainage main (for storm, sewer and others) to the site  ●  

   b. The drainage system (for toilet sewer, ordinary waste, storm drainage and 
others) within the site ●   

 4) Gas supply    
   a. The city gas main to the site  ●  
   b. The gas supply system within the site ●   
 5) Telephone system    

   a. The telephone trunk line to the main distribution frame/panel (MDF) of the 
building  ●  

   b. The MDF and the extension after the frame/panel ●   
 6) Furniture and Equipment    
   a. General furniture  ●  
   b. Project Equipment ●   

8 To bear the commissions to a bank in Japan for the banking services based upon 
the Banking Arrangement  ● 

  

9 To ensure unloading and customs clearance at port of disembarkation in recipient 
country    

 1) Marine (Air) transportation of the products to the recipient country ●   

 2) Tax exemption and custom clearance of the products at the port of 
disembarkation   ●  

 3) Internal transportation from port of disembarkation to the project site (●) (●)  
10 To accord any nationals whose services may be required in connection with the 

supply of the products and the services under the verified contract such facilities 
as may be necessary for their entry into the recipient country and stay therein for 
the performance of their work. 

 ●  

11 To exempt any nationals from customs duties, internal taxes and other fiscal levies 
which may be imposed in the recipient country with respect to the supply of the 
products and services under the verified contract. 

 ●  

12 To maintain and use properly and effectively the facilities constructed and 
equipment provided under the Grant  ●  

13 To bear all the expenses , other than those to be borne by the Grant, necessary for 
construction of the facilities as well as for the transportation and installation of the 
equipment  

 ●  
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Role of JICA and Procurement Agent for the Project 
 

In order to ensure the smooth and successful implementation of the Project after the 

Government of Japan decides to implement the Project and the Exchange of Notes 

(hereinafter referred to as "the E/N") for the Project is signed, the role and 

arrangements of JICA and Procurement Agent will be as follows. The demarcation of both 

organizations is shown in the chart attached. 

 

1. Role of Procurement Agent: 

 

Procurement Agent carries out the following works besides the scope of Agent's service 

for the implementation of the project under the E/N; 

 

(1) Examining the approximate calculation of the cost of the Project, draft of tender 

document for the Project, and other relevant documents and information drafted by JICA 

and furnished by the recipient, for the proper execution of the procurement procedures 

for the Project under the E/N. 

 

(2) Forwarding the results of tender evaluation to JICA for its information. 

 

(3) Consulting with JICA when necessary in the course of the Project implementation. 

 

2. Role of JICA: 

 

JICA carries out the following works for supporting and expediting proper 

implementation of the Project under the E/N; 

 

(1) Conducting Outline Design Study to give an outline design, to estimate approximate 

cost of the Project to be implemented under the E/N, to draft tender document and to 

propose construction plans for the Project to be implemented under the E/N. 

 

(2) Participating as an advisor to the Donor and the Recipient in the Consultative 

Committee and other related meetings, to report the progress of the Outline Design Study 

and to support and expedite the implementation of the Project under the E/N. 

 

(3) Dispatching delegations to project sites to observe the situation and to give 

necessary advice to Procurement Agent. 

 

(4) Joining the final inspection to be implemented by Procurement Agent to give 

necessary advice to Procurement Agent. 

 



A-4-37 

グアテマラ災害復興支援（プログラム型）無償資金協力における役割分担 

 

本件支援におけるＪＩＣＡによる実施促進と調達代理機関による実施監理の役割分担は次のとお

りとし、E/N 及び A/M 締結後、別途グアテマラ政府との間で覚書を交換する。 

 

 

 事項 実施促進

（JICA）

実施監理 

（調達代理機関）

概要 

１ 事前調査 ◎  JICA は概略設計調査を実施する。 

２ 入札図書参考資料作成 ◎  JICA は概略設計調査結果に基づき、入札図

書参考資料を作成する。 

３ 入札図書案作成  ◎ 調達代理機関は入札図書案を作成する。 

４ 実施機関への提言 ◎  JICA は先方政府実施機関に対し案件実施に

関する必要な提言を行なう。 

５ 資金管理・支払 

 

 ◎ 調達代理機関は資金管理及び業者への支払

を行う。 

６ 業者選定手続・評価 ○ ◎ 調達代理機関は、選定手続を実施する。評価

後、評価結果を JICA に提出する（JICA は内

容を確認する。JICA 確認を実施の前提とし

ない）。 

７ 契約  ◎ 調達代理機関は業者契約を行う。 

８ 実施監理 ○ ◎ １．実施監理（案件進捗管理、資金管理、竣

工検査）の責任は調達代理機関が担う。 

２．JICA は、必要に応じて、下記９．の巡

回視察等を通じて、調達代理機関に技術的な

観点から助言を行う。 

９ 巡回視察 ◎  JICA は、随時現場巡回視察を行い、必要な

助言を調達代理機関に対して行う。 

10 竣工検査 ○ ◎ コンサル・業者・調達代理機関が合同で行う

竣工検査に JICA も参加し、竣工確認を行う。

＊◎：実施責任   ○：アドバイス 

＊モニタリング：供与金額、および被援助国の実施体制に応じて、第三者によるモニ

タリング、あるいは被援助国によるモニタリングを実施する。 
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実施体制 
 

実施体制図（全体） 

 

 

 

施工業者技術コンサルタント 
（本邦業者） 

選定・契約選定・施工監理契約

【必要に応じ】 

JICA

大使館 ｸﾞｱﾃﾏﾗ国政府 

実施案件・内容指示 調査結果

選定・調査委託 

納入業者 

選定・契約 

案件決定 
（交換公文）

案件選定・進捗管理

施工監理

外務本省 承認 

モ ニ タ リン グ

選定・契約

技術的

提言
調達代理機関 

技 術 コ

ン サ ル

タント 

推薦 
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 実施体制図（政府間協議会） 

 
 

JICA 

大蔵省 

Consultative Committee

経済企画庁

大統領府 

Working Group 

日本大使館

JICA 

調達代理機関 

経済企画庁

大統領府 

各省庁 

（案件毎）

地方自治体 

アドバイザー 

大きな枠組み、全体の実施

方針等を確認する場とする。 

個別案件の進捗状況確認、問題点の整

理、JICA／調達代理機関との調整を行

い、相手国への申し入れの場とする。 

日本大使館 

調達代理機関
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実施体制図（日本側） 

 
 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

JBICJICA 大使館 

ODA タスクフォース 

進捗連絡会（東京） 

外務本省 JICA

連絡・ 

情報共有 

調達代理機関 

調達代理機関 
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